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第１章 建設コンサルタントの概要 

 

 

1-4-1 建設コンサルタントビジョンの策定経緯 

建設コンサルタント業界では、その時代に求められる役割と将来像を示すため、ビジョンを策

定し、継続的に改訂してきた。図 1-4-1 に、これまで策定されたビジョンの変遷を示す。 

 

（１）ATI 構想 

最初の建設コンサルタントビジョンは、1989（平成元）年に建設省（現・国土交通省）が設置し

た「建設コンサルタントの中長期ビジョン研究会」により策定された「建設コンサルタント中長

期ビジョン－ATI 構想」（1989（平成元）年 5 月）である。これにより、建設コンサルタントが目

指す将来像と、その実現に向けた方向性が初めて体系的に示された。 

 

（２）建設コンサルタント 21 世紀ビジョン―改革宣言と中期行動計画 

ATI 構想から 15 年後、協会は「建設コンサルタント 21 世紀ビジョン－改革宣言」（2003（平

成 15）年 5 月）を発表した。これを実現するための 5 ヵ年の「中期行動計画」を取りまとめ、第

一次中期行動計画（2004～2008 年度）及び第二次中期行動計画（2009～2013 年度）に取り組んだ。 

 

（３）新ビジョン「建設コンサルタントビジョン 2014」 

第二次中期行動計画が最終年度を迎えるにあたり、協会は 2012（平成 24）年に「中期行動計画

2014 検討委員会」を設置した。検討過程で、「自律」という新たな方向性が示され、社会資本整

備をめぐる国の方針転換なども受け、新ビジョンの策定へと方針を転換した。 

新ビジョンでは、「社会資本整備をリードする自律した建設コンサルタント」を掲げ、社会資

本の整備・マネジメントを主体的に担う姿を示した。この成果は「建設コンサルタントビジョン

2014〜自律した建設コンサルタントへの転換〜」として取りまとめられ、2014 年度の総会で公表

された。その後、「第一次中期行動計画 2014～2018」、「第二次中期行動計画 2019～2022」が展

開された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4-1 建設コンサルタントの 4 つのビジョン 

１－４ 建設コンサルタンツ協会の活動方針 

1989（平成元）年 ATI 構想 
建設コンサルタントの将来像 
魅力に満ち技術を競う独立した知的産業 
Attractive、Technologically Spirited、Independent 

2003（平成 15）年建設コンサルタント 21 世紀ビジョン－改革宣言 
Profession for the Next 
21 世紀の建設コンサルタントのあるべき姿を提示 

2014（平成 26）年 建設コンサルタントビジョン 2014 
自律した建設コンサルタントへの転換 

2025（令和 7）年 建設コンサルタントビジョン 2025 
オープンイノベーションで持続可能な未来を創る 
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1-4-2 中期行動計画 2023～2026 

「中期行動計画 2023～2026」は、第二次中期行動計画 2019～2022 の後継として、「建設コンサ

ルタントビジョン 2014」の下で展開する第三次中期行動計画に位置付けられる。第二次中期行動

計画 2019～2022 の期間に、カーボンニュートラルへの対応、パンデミックによる⽣活様式の変容

など、社会資本を取り巻く環境は大きく変化した。環境の変化に対応するため、建設コンサルタ

ントとして新たな価値の創出や社会貢献に向けた施策が必要となった。そこで、ビジョン 2014 と

の整合を図りつつ、新たな施策提案を踏まえ、６つの基本⽅針に基づき中期行動計画 2023～2026

を策定した。 

施策体系の詳細を、図 1-4-2 に示す。 

 

倫理基盤 
・職業倫理の基盤整備と会員企業への普及啓発活動 

第 1 の柱 

多様な社会ニーズへの取組み 

1-1:社会資本整備の在り方と建設コンサルタ

ントの役割の提案  

1-2:インフラ整備構想の策定と提案 

1-3:国際市場展開の推進 

1-4:マネジメント領域拡大の支援 

1-5:街・地域づくりの DX の推進 

1-6:維持管理分野での役割拡大 

第 2 の柱 

技術競争市場の確立と技術開発 

2-1:技術力による選定の確立 

2-2:品質確保のための制度・仕組みの確立 

2-3:契約約款案の作成と提案 

2-4:適正な責任担保制度の確立 

2-5:適正な資格制度の充実 

2-6:生産性の向上             

(DX 推進:i-Con 及び BIM/CIM の推進) 

2-7:技術開発のためのプラットフォームの構築 

第 3 の柱 

技術者を活かす組織力の充実と担い手の確保 

3-1:働き方改革（DE&I）の推進 

3-2:魅力ある建設コンサルタントの広報活動

の推進 

3-3:受発注者協働による働き方改革に資する

DX の推進 

3-4:自律した技術者の育成支援 

3-5:適正な報酬体系の充実 

3-6:地域貢献と建設コンサルタントの認知度

アップ 

第 4 の柱 

企業の特質を活かす自律経営の実践 

4-1:経営基盤の安定・強化の支援 

4-2:地域コンサルタントの自律経営支援 

4-3:建設コンサルタントの法制化 

4-4:サステナビリティ経営の実践 

4-5:会員企業の DX の推進 

 

図 1-4-2 第三次中期行動計画 2023～2026 の施策体系 
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1-4-3 建設コンサルタントビジョン 2025 

協会では、2050 年頃までの社会環境の変化を見据えた検討を進め、2025（令和 7）年 5 月に次

期ビジョン「建設コンサルタントビジョン 2025 ～オープンイノベーションで持続可能な未来を

創る～」を取りまとめた。 

本ビジョンは、「オープンイノベーションで持続可能な未来を創る」という基本理念のもと、

これからの社会資本の在り方を提言するとともに、建設コンサルタントが目指すべきイノベーシ

ョンの方向性、将来像、目標年次を 2035 年とするロードマップを提示している。 

 
（１）ビジョンの構成と概要 

ビジョンの構成と概要は以下のとおりである（図 1-4-3）。 
1章 社会資本を取り巻く環境の未来予想 

イノベーション創出社会、サステナビリティ、災害レジリエンス、循環型・超低炭素社会 
2章 未来の社会資本のあり方 

災害リスクに適応できる社会、地域全体の最適化、地方創生、流域圏の価値の創造、誰一

人置き去りにしない社会、グローバル展開 
3章 建設コンサルタントの役割の多様化 

多様な契約形態を通じた役割、地域密着型で社会課題解決、未来社会の政策提案、事業主

体として新たな事業を開拓、グローバルの課題への対応 
4章 建設コンサルタントのイノベーション 

人材確保・育成、技術革新で未来をつくる、品質確保・生産性向上、未来志向経営、オー

プンイノベーション、地位と魅力の向上、協会の組織・活動の改革 
5章 イノベーションロードマップ 

ビジョンの目標とロードマップ（目標年次 2035 年） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-4-3 建設コンサルタントビジョン 2025 の概要 

 

 

企業のサステナ
ビリティ経営

地方創生

生産性向上
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技術革新

インフラへの
新たな投資

国家経済の
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経済圏

建設コンサルタントビジョン2025 ～オープンイノベーションで持続可能な未来を創る～

そのための

プラットフォーム
 組織、活動等の改革（委員会活動の棚卸、本・支部連携）

 入札契約制度、品確法等の法制度、規制緩和の改善提案

 協調領域と競争領域の発展

 人材確保・育成、未来志向経営支援、働き方改革支援、業界の魅力向上

 DE＆I（女性・若手委員長登用、企業間マッチング等）

建設コンサルタント業界全体の連携、行政関係機関との連携、

異業種との連携により事業領域を拡大し、

成長と分配の好循環により社会的課題を解決

成長と分配の好循環

建設コンサルタンツ協会の改革

国難級の災害に備える（容認できないリスクが存在しない社会の実現）

社会資本ストックとその担い手を後世へ引き継ぐ

地方消滅の危機はインフラと産業構造の最適組合せで乗り切る

課題先進国としてのインフラシステム輸出

誰一人置き去りにしない社会の実現

グリーンインフラの公益的機能保全

災害レジリエンス強化

資源・エネルギー
地域循環

国土モニタリング

都市機能の
コンパクト化

ロボット化・自動化

インフラサービスデータ連携

道路ネットワーク強化

地域インフラ群再生

オンデマンドモビリティ

モーダルミックス

流域治水
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（２）「建設コンサルタントのイノベーション」の概要 

「建設コンサルタントビジョン 2025」ではビジョン実現の鍵となるイノベーション分野を整理

し、建設コンサルタントが重点的に取り組むべき方向性を示している。 

１）多様な役割を発揮するための人材確保・育成戦略 

少子化・高齢化に伴う担い手不足が深刻化する中、業界全体で計画的な人材確保・育成を推進

する必要がある。Z 世代・α世代の価値観を踏まえ、SNS やイベントを通じた魅力発信を強化する

とともに、インターンシップ支援や大学との連携講座等により学生との接点を拡大し、新卒採用

を促進する。また、若手・中堅技術者のキャリア支援、シニア技術者の活躍の場の拡大、業界内

の人材マッチングの促進など、全世代が活躍できる仕組みを整備する。 

２）技術革新で未来をつくる 

各企業が専門性と将来の事業展開を踏まえて技術開発を進めるとともに、企業間の協調と連携

により革新的技術の創出を図る。これにより、国難級の災害に対応できる強靱な国土と魅力ある

社会の構築を目指す。また、国際競争力を高めつつ、グローバルな社会課題の解決にも貢献する。 

３）社会資本の品質確保と生産性向上 

AI を活用した設計照査支援システムや業務プロセス改革により、成果の品質向上と効率化を図

る。更に、BIM/CIM、CPS/IoT 等を活用して事業プロセスのシームレス化を推進する。また、事

業全体を俯瞰して課題解決に当たるマネジメント技術者を育成し、社会資本整備全体の品質確保・

向上につなげる。 

４）建設コンサルタントの未来志向経営 

人的資本と技術を経営の要とし、戦略的な投資を進める必要がある。従来の公共調達を待つ姿

勢から脱却し、自ら事業主体としてインフラ事業を開拓する取組みを強化する。また、災害リス

ク、水・食料、資源・エネルギーなど長期的課題に対し、ビジネスを通じて解決を図る。協会とし

ても、未来志向経営に資する情報提供を積極的に行う。 

５）オープンイノベーションによる事業領域の拡大 

建設業や異業種との連携を通じ、新たなインフラビジネスの創出を推進する。メンテナンス、

モニタリング、情報サービス、事業運営など多様な分野でパートナーシップが進展し、建設コン

サルタントの事業領域は拡大しつつある。協会としても、こうした取組みを後押しするため、連

携を促進するプラットフォームの構築を進める。 

６）建設コンサルタントの地位と魅力の向上への挑戦 

高度な技術に対して適正な対価が得られる仕組み、知的財産権の扱い、契約形態、損害賠償上

限設定、法制化など、制度・ルール整備に取り組む。また、産業としての魅力向上と社会的評価

の確立を目指す。 

７）建設コンサルタンツ協会の組織、活動等の改革 

協会の組織を「建設コンサルタントビジョン 2025」に沿って再構築し、組織全体の棚卸しと再

編を進める。また、DE&I の観点から、女性や若手を委員長（専門委員長・WG 長を含む）に積極

的に登用し、多様な人材が参画し協会活動を活性化できる体制を構築する。 

 

 

 




